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1. 概要 

本資料は，Ｖ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，浸水

防止設備であるタービン建屋に設置する水密扉が，津波の冠水に伴う津波荷重及び余震を考慮し

た荷重に対して，浸水防護重点化範囲であるタービン建屋内に津波が侵入することを防止するた

めに，十分な構造健全性及び止水性を有していることを説明するものである。 

なお，津波荷重については，敷地に遡上する津波による津波荷重を考慮した評価を実施する。 
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表 2－1 検討対象水密扉一覧 

設置高さ

T.M.S.L.

1 建屋間連絡水密扉(タービン建屋地下2階～配管トレンチ) -5.1m

2 原子炉補機冷却水系 熱交換器・ポンプ室　水密扉 -4.8m

3 タービン建屋地下2階北西階段室　水密扉 -4.8m

4 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室　水密扉1 -4.8m

5 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室　水密扉2 -4.8m

6 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室　水密扉3 -4.8m

7 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室　水密扉1 -5.1m

8 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室　水密扉2 -5.1m

9 タービン建屋地下中2階南西階段室　水密扉 -1.1m

10 タービン建屋地下中2階北西階段室　水密扉 -1.1m

11 計装用圧縮空気系・所内用圧縮空気系空気圧縮機室　水密扉 -1.1m

12 循環水配管メンテナンス室　水密扉1 -1.1m

13 循環水配管メンテナンス室　水密扉2 -1.1m

14 原子炉補機冷却水系 )熱交換器・ポンプ室　水密扉2 3.5m

15 原子炉補機冷却水系 )熱交換器・ポンプ室　水密扉 3.5m

水密扉No. 扉名称

2. 一般事項 

2.1 検討対象水密扉一覧 

検討対象の水密扉を表 2－1に示す。 
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図 2－1（1／3） 水密扉の設置位置図（タービン建屋地下 2階） 

2.2 配置概要 

水密扉の設置位置図を図 2－1に示す。 

  

1 建屋間連絡水密扉(タービン建屋地下 2階～配管トレンチ) 

2 原子炉補機冷却水系 熱交換器・ポンプ室 水密扉 

3 タービン建屋地下 2階北西階段室 水密扉 

4 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 水密扉 1 

5 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 水密扉 2 

6 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 水密扉 3 

7 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 水密扉 1 

8 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 水密扉 2 

8 2 7 4 

6 

5 
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図 2－1（2／3） 水密扉の設置位置図（タービン建屋地下中 2階） 

 

  

9 タービン建屋地下中 2階南西階段室 水密扉 

10 タービン建屋地下中 2階北西階段室 水密扉 

11 計装用圧縮空気系・所内用圧縮空気系空気圧縮機室 水密扉 

12 循環水配管メンテナンス室 水密扉 1 

13 循環水配管メンテナンス室 水密扉 2 

12 13 
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図 2－1（3／3） 水密扉の設置位置図（タービン建屋地下 1階） 

 

  

14 原子炉補機冷却水系 熱交換器・ポンプ室 水密扉 2 

15 原子炉補機冷却水系 熱交換器・ポンプ室 水密扉 

15 14 
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表 2－2 水密扉の構造計画 

2.3 構造計画 

水密扉は，片開型の鋼製扉とし扉板の背面に芯材を配した構造である。また，閉鎖状態にお

いて締付装置により固定され水密性を確保しており，アンカーボルトによって建屋躯体に固定

された扉枠にて支持する構造とする。水密扉の構造計画を表 2－2に示す。 

 

 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

片開型の鋼製扉と

し，鋼製の扉板に

芯材を取付け，扉

に設置された締付

装置を鋼製の扉枠

に差込み，扉と扉

枠を一体化させる

構造とする。 

また，扉と躯体の

接続はヒンジを介

する構造とする。 

扉開放時において

は，ヒンジにより

扉が扉枠に固定さ

れ，扉閉止時にお

いては，締付装置

により扉と扉枠が

一体化する構造と

する。 

扉枠はアンカーボ

ルトにより躯体へ

固定する構造とす

る。 
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2.4 評価方針 

水密扉の強度評価は，Ｖ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に

て設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，水密扉の評価対象部位に作

用する応力等が許容限界内に収まることを，各設備の「3. 強度評価方法」に示す方法によ

り，「3.5 評価条件」に示す評価条件を用いて評価し，応力評価の確認事項を「3.6 評価結

果」にて確認する。 

水密扉の強度評価フローを図 2－2に示す。水密扉の強度評価においては，その構造を踏ま

え，津波及び余震に伴う荷重の作用方向及び伝達経路を考慮し，評価対象部位を設定する。 

強度評価においては，荷重を静的に作用させることにより，扉板及び芯材の発生応力並びに

アンカーボルトの発生荷重を算定し，許容限界との比較を行う。 

なお，アンカーボルトは壁に埋め込まれた方向によって下記の通りに呼ぶこととする。 

(a)0° 方向配置：アンカーボルトが壁の厚さの直交方向に配置されている場合 

(b)45°方向配置：アンカーボルトが壁の厚さの方向から 45°傾斜して配置されている場合 

(c)90°方向配置：アンカーボルトが壁の厚さの方向に配置されている場合 
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図 2－2 水密扉の強度評価フロー 

 

  

水密扉の設計 

解析モデル設定 入力地震動の設定 

余震 

設計震度＊の設定 

荷重及び荷重の 

組合せの設定 

評価式による計算 

応力の計算 

扉板，芯材，締付装置部， 

アンカーボルトの応力評価 

    ・曲げ 

    ・せん断 

    ・引張 

    ・組合せ 

Ⅴ-2-2-5 

「タービン建屋の地震応答計算書」 

（水平，鉛直方向の応答加速度） 

注記＊：材料物性の不確かさ 

    を考慮する。 
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2.5 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－ 

（（社）日本建築学会，1999 改定） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 

・日本工業規格（ＪＩＳ） 
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表 2－3 強度評価に用いる記号 

2.6 記号の説明 

水密扉の強度評価に用いる記号を表 2－3に示す。 

 

 

 

  
ｈ mm 当該扉の浸水深さ

ρo t/m3 水の密度

ｇ m/s2 重力加速度

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ

β - 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数

ｔ mm 扉板の厚さ

ρｓ t/m3 扉板の密度

ＷＤ kN 扉重量

Ｚ１ mm3 扉板の断面係数

ｗ１ kN/m2 扉上端に作用する津波荷重

ｗ２ kN/m2 扉下端に作用する津波荷重

ｗⅮ kN/m2 扉下端に作用する津波荷重及び余震を考慮した荷重

ｗ’ kN/m 芯材に作用する等分布荷重

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅

Ｌ mm 芯材の支持スパン

Ｚ２ mm3 芯材の断面係数

Ａｓ mm2 芯材のせん断断面積

ｎ２ 本 締付装置の本数

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅

Ｍ kN・m 曲げモーメント

Ｔ kN 引張力

Ｑ kN せん断力

σ N/mm2 曲げ応力度

σｔ N/mm2 引張応力度

τ N/mm2 せん断応力度

Ｐ kN/m2 動水圧荷重

Ｓｄ kN/m2 余震による地震荷重

ｍ kg/m 芯材の質量分布

Ｑｄ kN アンカーボルト1本当りのせん断力

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りの引張力

Ｑａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

Ｔａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

ｎ 本 片側(左右もしくは上下)のアンカーボルトの本数

定義記号 単位
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3. 強度評価方法 

3.1 評価対象部位 

水密扉の評価対象部位は，「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を踏まえ選定す

る。 

 

水密扉を閉める方向に外部から生じる浸水津波荷重及び余震に伴う荷重は，扉板から芯材を

介し扉枠に伝わり，扉枠を固定するアンカーボルトを介し，開口部周囲の躯体に伝達されるこ

とから，評価対象部位は扉板，芯材及びアンカーボルトとする。 

水密扉を開く方向に内部から生じる浸水津波荷重は，扉板から芯材に伝わり，締付装置部

(締付装置，締付装置受けピン，締付装置受けボルト)に伝達され，扉枠及び扉枠を固定するア

ンカーボルトを介し，開口部周囲の躯体に伝達されることから，評価対象部位は扉板，芯材，

締付装置部及びアンカーボルトとする。 

アンカーボルトについては，荷重を伝達する芯材の取付け方向又は扉板の辺長比を踏まえ，

水平方向に芯材を配置する構造若しくは扉板の短辺方向へ支配的に荷重を伝達する構造である

場合はヒンジ側及び扉開閉側のアンカーボルトを，鉛直方向に芯材を配置する場合は扉上部側

及び扉下部側のアンカーボルトを評価対象部位として選定する。 

なお，ヒンジは浸水津波荷重及び余震に伴う荷重の伝達経路とならないため，評価対象外と

する。 

また，結果が厳しい評価対象部位を有する水密扉を代表として評価するものとし，水密扉

No.2，4 を抽出した。 

水密扉に作用する荷重の作用図を図 3－1に示す。 
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図 3－1（1／2） 水密扉に作用する荷重の作用図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

：浸水津波荷重及び余震に伴う荷重 

：評価対象部位に作用する荷重 

：評価対象部位 
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図 3－1（2／2） 水密扉に作用する荷重の作用図 
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：評価対象部位に作用する荷重 

：評価対象部位 
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水圧作用
高さ

水の密度

(mm) (t/m3)

1 建屋間連絡水密扉(タービン建屋地下2階～配管トレンチ) 8600 1.03

2 原子炉補機冷却水系 熱交換器・ポンプ室　水密扉 17100 1.03

3 タービン建屋地下2階北西階段室　水密扉 8600 1.03

4 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室　水密扉1 17100 1.03

5 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室　水密扉2 8600 1.03

6 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室　水密扉3 8600 1.03

7 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室　水密扉1 17400 1.03

8 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室　水密扉2 17400 1.03

9 タービン建屋地下中2階南西階段室　水密扉 4600 1.03

10 タービン建屋地下中2階北西階段室　水密扉 4600 1.03

11 計装用圧縮空気系・所内用圧縮空気系空気圧縮機室　水密扉 4800 1.03

12 循環水配管メンテナンス室　水密扉1 13400 1.03

13 循環水配管メンテナンス室　水密扉2 13400 1.03

14 原子炉補機冷却水系 熱交換器・ポンプ室　水密扉2 8800 1.03

15 原子炉補機冷却水系 熱交換器・ポンプ室　水密扉 8800 1.03

水密扉No. 扉名称

表 3－1 水圧作用高さ及び水の密度 

3.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ｖ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設

の強度計算の方針」の「3.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷重の組合せ

を踏まえて設定する。 

 

3.2.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

(1) 津波に伴う浸水津波荷重（Ｐｈ） 

津波に伴う静水圧としての浸水津波荷重を考慮する。浸水津波荷重は，評価対象部位周

辺の水の密度に当該部分の浸水深さを考慮した水圧作用高さを乗じた次式により算出する。 
 

Ｐｈ＝ρo・ｇ・ｈ・10-3 

Ｐｈ：津波に伴う浸水津波荷重(kN/m2) 

 

津波に伴う荷重の算定に用いる水圧作用高さ及び水の密度を表 3－1に示す。 
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(2) 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力及び動水圧を考慮する。余震荷重

は，水密扉の設置位置における水平方向の最大応答加速度から設定する震度を用いて評価

する。最大応答加速度を保守的に評価するために，最大応答加速度の抽出位置は水密扉設

置階の上階の値とする。 

 強度評価に用いる震度は，材料物性の不確かさを考慮したものとしてＶ-2-2-5「タービ

ン建屋の地震応答計算書」によることとし，建屋の階ごとの設計震度を表 3－2に示す。 

 また，動水圧荷重は「水道施設耐震工法指針・解説（（社）日本水道協会，1997 年

版）」に基づき，次式により算出する。動水圧荷重の算出結果は表 3-3 に示す。 

 

Ｐ ＝β・7／8・αＨ・ρo・ｇ・ｈ・10-3 

αＨ ：水平方向の設計震度 
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動水圧荷重

(kN/m2)

1 建屋間連絡水密扉(タービン建屋地下2階～配管トレンチ) 34.0

2 原子炉補機冷却水系 )熱交換器・ポンプ室　水密扉 67.6

3 タービン建屋地下2階北西階段室　水密扉 34.0

4 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室　水密扉1 67.6

5 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室　水密扉2 34.0

6 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室　水密扉3 34.0

7 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室　水密扉1 68.8

8 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室　水密扉2 68.8

9 タービン建屋地下中2階南西階段室　水密扉 18.5

10 タービン建屋地下中2階北西階段室　水密扉 18.5

11 計装用圧縮空気系・所内用圧縮空気系空気圧縮機室　水密扉 19.2

12 循環水配管メンテナンス室　水密扉1 53.7

13 循環水配管メンテナンス室　水密扉2 53.7

14 原子炉補機冷却水系 )熱交換器・ポンプ室　水密扉2 42.9

15 原子炉補機冷却水系 )熱交換器・ポンプ室　水密扉 42.9

水密扉No. 扉名称

B2F -5.1m 0.394

タービン
建屋

B1F 4.9m 0.453

建屋 階 T.M.S.L.

弾性設計用地震動
Ｓｄの設計震度

αＨ

1F 12.3m 0.551

MB2F -1.1m 0.421

1F 12.3m 0.395

B1F 4.9m 0.375

MB2F -1.1m 0.365

B2F -5.1m 0.366

タービン
建屋

建屋 階 T.M.S.L.

弾性設計用地震動
Ｓｄの設計震度

αＵＤ

 

  
表 3－2 各扉の設計震度 

(a) 水平方向 (b) 鉛直方向 

表 3－3 動水圧荷重の算出結果 
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3.2.2 荷重の組合せ 

水密扉の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ｖ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な

施設の強度計算の方針」を踏まえて下記の通りに設定する。 

 

Ｐｈ＋ＫＳｄ 

Ｐｈ ：津波に伴う浸水津波荷重(kN/m2) 

ＫＳｄ ：余震荷重(kN/m2) 
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表 3－4 扉板，芯材，アンカーボルトの使用材料 

3.3 許容限界 

水密扉の許容限界は，「3.1 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ｖ-3-別添 3-1-1

「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している許容限界を踏まえ設定す

る。 

 

3.3.1 使用材料 

水密扉を構成する，扉板，芯材及びアンカーボルトの使用材料を表 3－4に示す。 

 

 

 

 

 

評価対象部位 材質 仕様 

扉板 SS400 PL-9，12，19 (mm) 

芯材 SS400 

C-150×75×6.5×10 (mm) 

C-180×75×7×10.5 (mm) 

C-200×80×7.5×11 (mm) 

C-200×90×8×13.5 (mm) 

締付装置部 

締付装置 

SS400 

SUS304 

SUS403 

径(mm) 

50，60，70，90 

締付装置 

受けピン 

SUS304 

SUS304N2 

S45C 

径(mm) 

50，40，25，22，20，16 

締付装置 

受けボルト 

SCM435 

SUS304 
M10，M12，M16，M20 

アンカーボルト SS400 M16，M20，φ16 
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3.3.2 許容限界 

(1) 扉板，芯材，アンカーボルト 

鋼材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，

2005 改定）」を踏まえて表 3－5の値とする。 

 

表 3－5 鋼材の許容限界 

材質＊2 

短期許容応力度(N/mm2) 

曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊1 235 135 

SS400（40＜ｔ≦100）＊1 215 124 

SUS304 205 118 

SUS304N2 345 199 

SUS304J3 175 101 

SUS403 390 225 

S45C 345 199 

SCM435 651 375 

高強度ステンレス 640 520 

注記＊1：ｔは板厚を示す。 

注記＊2：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆは，日本工業規格（ＪＩＳ）に基づく。 
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せん断 引張

1 建屋間連絡水密扉(タービン建屋地下2階～配管トレンチ) －＊1 －＊１

2 原子炉補機冷却水系 )熱交換器・ポンプ室　水密扉 11.7 32.1

3 タービン建屋地下2階北西階段室　水密扉 －＊2 34.1

4 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室　水密扉1 －＊2 34.1

5 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室　水密扉2 －＊2 33.5

6 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室　水密扉3 －＊2 34.1

7 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室　水密扉1 －＊2 57.5

8 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室　水密扉2 －＊2 57.5

9 タービン建屋地下中2階南西階段室　水密扉 －＊2 34.1

10 タービン建屋地下中2階北西階段室　水密扉 －＊2 34.1

11 計装用圧縮空気系・所内用圧縮空気系空気圧縮機室　水密扉 13.3 －＊3

12 循環水配管メンテナンス室　水密扉1 23.3 57.5

13 循環水配管メンテナンス室　水密扉2 23.3 57.5

14 原子炉補機冷却水系 )熱交換器・ポンプ室　水密扉2 11.7 32.1

15 原子炉補機冷却水系 )熱交換器・ポンプ室　水密扉 －＊2 －＊1

水密扉No. 扉名称
許容耐力(kN/本)

表 3－6 動水圧荷重を考慮する場合のアンカーボルトの許容限界の算定値 

注記＊1：アンカーボルトに引張力が作用しないことを示す。 

注記＊2：アンカーボルトにせん断力が作用しないことを示す。 

注記＊3：90°方向アンカーボルトが存在しないことを示す。 

(2) アンカーボルトの許容限界の算定値 

アンカーボルトの許容限界は，「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学

会，2010 改定）」に基づき算定した，表 3－6の値とする。 

なお，引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの降伏により決まる耐力，及び

付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。また，せん断力を受

ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリ

ート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコーン状破壊により決まる耐力を比較して，い

ずれか小さい値を採用する。 
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図 3－2 扉板に作用する荷重の例 

3.4 評価方法 

水密扉の強度評価は，Ｖ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に

て設定している評価式を用いる。 

 

 3.4.1 応力算定 

(1) 扉板 

扉板に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端固定の一方向版として算定する。この

時，実際に作用する浸水津波荷重及び動水圧荷重は，台形分布もしくは，三角形分布であ

るが，扉最下部の最大静水圧が等分布に作用すると安全側に評価する。扉板に作用する荷

重の例を図 3－2に示す。 

 

Ｍ＝ｗＤ・（ＬＰＬ・10-3）2／12 

Ｍ：扉板の最大曲げモーメント(kN・m/m) 

ＬＰＬ：扉板の短辺長さ(mm) 

ここで，ｗＤ ＝ｗ２＋Ｐ＋Ｓｄ 

 ｗＤ ：扉下端に作用する津波荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m2) 

 ｗ２ ：扉下端に作用する津波荷重(kN/m2) 

 Ｐ  ：動水圧荷重(kN/m2) 

 Ｓｄ ：余震による地震荷重 

 αＨ ：水平方向の設計震度(m/s2) 

 

ｗ２ ＝ρo・ｇ・ｈ・10-3 

Ｐ ＝β・7／8・αＨ・ρo・ｇ・ｈ・10-3 

Ｓｄ ＝ｔ・10-3・αＨ・ρｓ・ｇ 

 

 

  

ＬＰＬ 

ｗD 

ＬＰＬ 
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図 3－3 芯材に作用する荷重の例 

(2) 芯材 

芯材に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持の梁として算定する。なお，芯 

    材の取付け方向は，水平・鉛直の 2方向があるが，両者とも上記の動水圧荷重と浸水津波 

    荷重を加えた水圧に，芯材の支配幅（＝間隔）を乗じた荷重が等分布に作用するものとし 

    て安全側に評価する。芯材に作用する荷重の例を図 3－3に示す。 

 

Ｍ＝ｗ’・（Ｌ・10-3）2／8 

Ｍ：芯材の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｑ＝ｗ’・Ｌ・10-3／2 

Ｑ：芯材の最大せん断力(kN) 

ここで，ｗ' ＝（ｗ２＋Ｐ）・ｂ・10-3＋Ｓｄ 

Ｓｄ ＝（ρｓ・ｂ・ｔ・10-6＋ｍ・10-3）・αＨ・ｇ 

Ｓｄ ：芯材に生じる余震による地震荷重(kN/m) 

ｗ’：芯材に作用する等分布荷重(kN/m) 

Ｌ  ：芯材の支持スパン(mm) 

ｗ２ ：扉下端に作用する津波荷重(kN/m2) 

Ｐ  ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ  ：芯材に作用する荷重の負担幅(mm) 

ρｓ ：扉板の密度(t/m3) 

ｔ  ：扉板の厚さ(mm) 

ｍ  ：芯材の質量分布(kg/m) 

αＨ ：水平方向の設計震度 

ｇ  ：重力加速度(m/s2) 

  

ｗ' 

Ｌ 



 

23 

K
7
 
①
 Ｖ

-
3-
別
添

3
-1
-
5
 R
0
 

図 3－4 締付装置部に作用する荷重の例 

(3) 締付装置部 

締付装置部は，締付装置，締付装置受けピン及び締付装置受けボルトで構成されてお

り，生じる応力は次式により算定する。ここで，浸水津波荷重及び余震荷重に対する反力

は，扉の上端と下端に作用する津波荷重を合計したものに，動水圧荷重及び扉重量による

余震荷重を加えた荷重を締付装置部が均等に負担するとして算定する。締付装置部に作用

する荷重の例を図 3－4に示す。 

 

Ｒ１＝（（ｗ１＋ｗ２）／2＋Ｐ）・Ｌ１・Ｌ２・10-6＋ＷＤ・αＨ 

Ｒ１：浸水津波荷重及び余震荷重に対する反力(kN) 

ｗ１ ：扉上端に作用する津波荷重(kN/m2) 

ｗ２ ：扉下端に作用する津波荷重(kN/m2) 

Ｐ  ：動水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ１ ：躯体開口部の高さ(mm) 

Ｌ２ ：躯体開口部の幅(mm) 

ＷＤ ：扉重量(kN) 

αＨ ：水平方向の設計震度 

ｎ２ ：締付装置の本数(本) 
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図 3－5 締付装置に生じる荷重の例 

a. 締付装置 

締付装置に生じる応力は，次式により算定する。なお，算定に当たっては，締付装置

受けピン中心位置を固定端とした片持ち梁として評価し，締付装置の取付部位に応じて

作用する応力を考慮する。締付装置に生じる荷重の例を図3－5に示す。 

 

Ｍ ＝Ｒ１・Ｌ５・10-3 

Ｍ  ：締付装置の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｒ１ ：締付装置に生じる浸水津波荷重及び余震荷重に対する反力(kN) 

Ｌ５ ：締付装置の突出長さ(mm) 

 

Ｑ ＝Ｒ１ 

Ｑ ：締付装置の最大せん断力(kN) 
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図3－6（1／2） 締付装置受けピンに生じる荷重の例 

（締付装置と締付装置受けピンが線接触する場合） 

b. 締付装置受けピン 

締付装置受けピンに生じる応力は，次式により算定する。なお，算定にあたっては，

締付装置の形状に応じて締付装置受けピンに作用する応力を考慮する。締付装置受けピ

ンに生じる荷重の例を図3－6に示す。 

 

（締付装置と締付装置受けピンが線接触する場合） 

  締付装置受けピンを部分等分布荷重が作用する両端固定梁とみなし，次式により

算定する。 

Ｍ ＝Ｒ１・（Ｌｐ
3－8・ａ’3）／（24・ｂ’・Ｌｐ） 

Ｍ ：締付装置受けピンの最大曲げモーメント(kN・m) 

ａ’ ＝（Ｌｐ－ｂ’）／2 

Ｒ１ ：締付装置受けピンに生じる浸水津波荷重及び余震荷重に対する反力(kN) 

Ｌｐ   ：締付装置受けピンの軸支持間距離(mm) 

ａ’ ：締付装置受けピンの 支持点から締付装置軸の表面までの距離(mm) 

ｂ’ ：締付装置と締付装置受けピンが接する長さ(mm) 

 

Ｑ ＝Ｒ１／2 

Ｑ ：締付装置受けピンの最大せん断力(kN) 
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図3－6（2／2） 締付装置受けピンに生じる荷重の例 

（締付装置と締付装置受けピンが点接触する場合） 

（締付装置と締付装置受けピンが点接触する場合） 

締付装置受けピンを集中荷重が作用する両端固定梁とみなし，次式により算定す

る。 

Ｍ ＝Ｒ１・Ｌｐ・10-3／4 

Ｍ ：締付装置受けピンの最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｒ１ ：締付装置受けピンに生じる浸水津波荷重及び余震荷重に対する反力(kN) 

Ｌｐ：締付装置受けピンの軸支持間距離(mm) 

 

Ｑ ＝Ｒ１／2 

Ｑ ：締付装置受けピンの最大せん断力(kN) 
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図 3－7 締付装置受けボルトに生じる荷重の例 

c. 締付装置受けボルト 

締付装置受けボルトに生じる応力は，次式により算定する。締付装置受けボルトに生

じる荷重の例を図3－7に示す。 

 

Ｔ ＝Ｒ１／ｎｂ 

Ｔ ：締付装置受けボルトの最大引張力(kN) 

Ｒ１ ：締付装置受けボルトに生じる浸水津波荷重及び余震荷重に対する反力(kN) 
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図 3－8 アンカーボルトに生じる荷重の例(平面図) 

(4) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる応力は，浸水津波荷重に動水圧荷重及び余震荷重を加えた荷重

を左右もしくは上下に配置されたアンカーボルトに分配する。アンカーボルトに生じる荷

重の例を図 3－8 に示す。 

 

Ｑ ＝Ｒ１ 

Ｑ ：アンカーボルトの最大せん断力(kN) 

Ｒ１ ：アンカーボルトに生じる浸水津波荷重及び余震荷重に対する反力(kN) 

ｎ ：片側（左右もしくは上下）のアンカーボルトの本数 

 

アンカーボルトの方向 

（0°方向配置の場合） 

Ｑｄ ＝Ｑ／2／ｎ 

（90°方向配置の場合） 

Ｔｄ ＝Ｑ／2／ｎ 

（45°方向配置の場合） 

Ｑｄ ＝（Ｑ／ 2 ）／2／ｎ 

Ｔｄ ＝（Ｑ／ 2 ）／2／ｎ 
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3.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値以下であるこ

とを確認する。 

 

(1) 扉板 

扉板に生じる曲げ応力度を算定し，扉板の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ１ 

σ ：扉板の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：扉板の最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｚ１ ：扉板の断面係数(mm3/m) 

 

(2) 芯材 

芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，芯材の短期許容応力度以下である

ことを確認する。 

 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ２ 

σ ：芯材の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：芯材の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ２ ：芯材の断面係数(mm3) 

 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：芯材の最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：芯材の最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：芯材のせん断断面積(mm2) 
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(3) 締付装置部 

a. 締付装置 

締付装置に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「鋼構造設計

規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定）」に基づく次式により算

定し，締付装置の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

ｘ＝ σ2＋3・τ2 

ｘ：組合せ応力度(N/mm2) 

ここで，σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：締付装置の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：締付装置の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：締付装置の断面係数(mm3) 

 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：締付装置の最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：締付装置の最大せん断力(kN) 

Ａｓ：締付装置のせん断断面積(mm2) 

 

b. 締付装置受けピン 

締付装置受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「鋼

構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定）」に基づく次式

により算定し，締付装置受けピンの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

ｘ＝ σ2＋3・τ2 

ｘ：組合せ応力度(N/mm2) 

ここで，σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：締付装置受けピンの最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：締付装置受けピンの最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：締付装置受けピンの断面係数(mm3) 

 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：締付装置受けピンの最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：締付装置受けピンの最大せん断力(kN) 

Ａｓ：締付装置受けピンのせん断断面積(mm2)  
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c. 締付装置受けボルト 

締付装置受けボルトに生じる引張応力度を次式により算定し，締付装置受けボルト

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σｔ ＝（Ｔ・103）／Ａ 

σｔ ：締付装置受けボルトの最大引張応力度(N/mm2) 

Ｔ ：締付装置受けボルトの最大引張力(kN) 

Ａ ：締付装置受けボルトの断面積(mm2) 

 

(4) アンカーボルト 

アンカーボルト 1本当りに生じる引張力又はせん断力を算定し，アンカーボルトの許容

荷重以下であることを確認する。 

 

Ｔｄ／Ｔａ≦1.0 

ここで，Ｔｄ＝Ｒ1／2／ｎ 

     Ｔｄ  ：アンカーボルト1本当りの引張力(kN) 

     Ｔａ ：アンカーボルト1本当りの短期許容引張力(kN) 

     Ｒ１  ：アンカーボルトに生じる浸水津波荷重及び余震荷重に対する反力(kN) 

     ｎ   ：片側（左右もしくは上下）のアンカーボルトの本数 

 

Ｑd／Ｑａ≦1.0 

ここで，Ｑｄ＝Ｒ1／2／ｎ 

    Ｑd  ：アンカーボルト 1本当りのせん断力(kN) 

    Ｑａ：アンカーボルト 1本当りの短期許容せん断力(kN) 

    Ｒ１  ：アンカーボルトに生じる浸水津波荷重及び余震荷重に対する反力(kN) 

      ｎ   ：片側（左右もしくは上下）のアンカーボルトの本数 
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表 3－7 強度評価に用いる条件 

2 4

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 17100 17100

ρo t/m3 水の密度 1.03 1.03

ｇ m/s2 重力加速度 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 432 450

Ｈ mm 浸水深さ 17100 17100

β - 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数 1 1

αＨ - 余震震度(水平方向) 0.421 0.421

ｔ mm 扉板の厚さ 9 12

ρＳ t/m3 扉板の密度 7.85 7.85

ＷＤ kN 扉重量 6.62 7.51

Ｚ１ mm3/m 扉板の断面係数 1.350×104 2.400×104

ｗ２ kN/m2 扉下端に作用する津波荷重 173 173

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 432 438

Ｌ mm 芯材の支持スパン 1060 995

Ｚ２ mm3 芯材の断面係数 1.530×105 1.530×105

Ａｓ mm2 芯材のせん断断面積 1.260×103 1.260×103

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 2 4

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 50 52

σ N/mm2 曲げ応力度 9.78 296

τ N/mm2 せん断応力度 1.19 42.3

ＬP mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 77 112

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ － 48

σ N/mm
2 曲げ応力度 29.3 169

τ N/mm2 せん断応力度 2.38 47.5

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 4

σｔ N/mm2 引張応力度 20.1 128

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ 2100 2100

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 1000 1000

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 6 0

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 6 0

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 6 12

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 6 12

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

11.7 -

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

11.7 -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

32.1 34.1

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

32.1 34.1

アンカーボルト

ｎ 本

Ｑａ kN/本

Ｔａ kN/本

芯材

締付装置部

締付装置

締付装置
受けピン

対象部位 記号 単位 定義

締付装置
受けボルト

共通

扉板

水密扉No.

3.5 評価条件 

「3.4 評価方法」に用いる評価条件を表 3－7に示す。
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表 3－8 水密扉の強度評価結果 

注記＊：芯材は，曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい値を記載し， 

    アンカーボルトは引張及びせん断のうち評価結果が厳しい値を記載する。 

    なお，アンカーボルトの評価結果は単位を kNとする。 

水密扉
No.

発生値
（応力度又は荷重）

(N/mm2)

許容限界値

(N/mm2)

発生応力度/
許容限界値

222 235 0.95

94.8 235 0.41

締付装置 10.0 205 0.05

締付装置受けピン 29.3 205 0.15

締付装置受けボルト 20.1 651 0.04

0.389 11.7 0.04

167 235 0.72

84.5 235 0.36

締付装置 305 390 0.79

締付装置受けピン 169 205 0.83

締付装置受けボルト 128 651 0.20

19.9 34.1 0.59

4

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

対象評価部材＊

2

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

3.6 評価結果 

水密扉の強度評価結果を表 3－8 に示す。水密扉の各部材の断面検定を行った結果，発生応

力度又は荷重は許容限界以下であることから，水密扉が構造健全性を有することを確認した。 
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